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③産業の振興と生活環境・自然環境の保全

アユの塩焼きの出店（産業祭）

１面のつづき

④福祉の充実

３面へつづく

高齢者事業

　道路の整備につきましては、秋３・４・１３
号引田平井線の今後の整備の在り方を検討す
るとともに、東京都と連携し、都道１６５号
伊奈福生線と草花大橋の早期開通、下菅生橋
の速やかな復旧に引き続き取り組んでまいり
ます。また、網代橋につきましては、撤去を
行い、地元からの要望を考慮した復旧に関す
る具体策を取りまとめてまいります。さらに、
老朽化した舗装等の改修や橋りょうの計画的
な補修等を継続し、令和６年度は、幹線道路
を中心とした舗装補修の調査と設計を行って
まいります。
　市立公園につきましては、市民の憩いの場
であることから、子育て世代にもよりご利用
いただけるよう、計画的に施設を更新してま
いります。
　住宅セーフティネット制度につきましては、
高齢者などの住宅の確保に配慮が必要な方と
民間の住宅ストックのマッチングを図る制度
であり、高齢化の進行などを背景に、全国的
に需要が高まっております。この制度を推進

するため、令和５年度に設置した居住支援協
議会における議論を踏まえ、居住相談窓口を
開設し、不動産事業者と連携して住宅確保要
配慮者への支援を円滑に実施してまいります。
　下水道の整備につきましては、令和６年度
末の事業計画の更新に当たり、下水道整備と
認可区域の在り方について、検証等を行いま
す。
　公共交通対策につきましては、都市整備部
に所管部署を新設し、まちづくりの視点を加
えた交通対策を推進してまいります。デマン
ド型交通チョイソコとるのバスの実証実験に
つきましては、昨年 10 月に運行区域を拡大し
たことなどから、更に１年間延長いたします。
また、実証実験の状況などを基礎資料の一つ
として、地域公共交通計画の取りまとめを進
めてまいります。さらに、東秋留駅南口への
るのバスの乗り入れにつきましては、令和８
年度の供用開始に向けて、折り返し場の設計
などを進めてまいります。
　多摩都市モノレールの延伸につきましては、
引き続き近隣自治体と協調し、東京都に働き
かけてまいります。

　交通安全対策につきましては、努力義務で
ある自転車用ヘルメットの購入への支援を継
続してまいります。
　地域防災力の強化につきましては、能登半
島地震による被災者の状況等を鑑み、災害用
トイレや非常用蓄電池などの避難所用備蓄品
の充実と避難所へのＷｉ－Ｆｉの設置を進め
てまいります。また、防災・安心地域委員会
と連携し、避難所開設訓練を拡充するととも
に、地域防災リーダー育成事業や家庭内備蓄
の重要性の周知を継続してまいります。さら
に、住宅の耐震化の普及促進に引き続き取り
組んでまいります。
　ハザードマップにつきましては、災害発生
時の迅速かつ的確な避難に効果的であります
ので、令和５年度に土砂災害警戒区域が改定
されることを受けて見直しを行い、全戸配付
し、周知してまいります。
　消防団につきましては、地域防災力の要で
ありますので、団員の確保に向けた処遇の改
善や消防団活動の理解促進に向けたＰＲ活動
に取り組むとともに、消防委員会における審
議を重ね、組織の見直しを進めてまいります。

　次に、福祉の充実についてであります。
　市民が住み慣れた地域で安心して生活でき
るよう、制度や分野別での対応が困難な複雑
化・複合化した課題に対し、包括的に支援で
きる体制の構築が必要であります。
　市民の身近な相談者である民生委員・児童
委員につきましては、活動が円滑に行われる
よう引き続き支援してまいります。
　生活困窮者への支援につきましては、個々
の状況に応じた丁寧な窓口対応を継続すると
ともに、自宅訪問や医療機関などの関係機関
への同行支援などに取り組んでまいります。
また、ひとり親家庭や困難な問題を抱える女

性からの相談に、より効果的に対応できるよ
う体制を整備してまいります。
　障がい者支援につきましては、障がい者基
幹相談支援センターを核とする相談支援体制
の充実を図るとともに、地域自立支援協議会
や障がい者団体と連携して、障がい者への理
解促進と差別解消に取り組んでまいります。
また、障がい者の生活を地域全体で支える取
組として、引き続き地域生活支援拠点の整備
を進めるとともに、災害時における避難先と
なる福祉避難所の指定に取り組んでまいりま
す。
　高齢者支援につきましては、介護予防・重
度化防止を図り、自立した生活ができるよう
通所型サービスＣを本格実施するとともに、
認知症の方とその家族が住み慣れた地域で安
心して暮らせるよう取り組んでまいります。
また、誰もが自分らしく人生の終末期を安心
して過ごせるよう終活支援について検討して
まいります。
　介護保険サービスの基盤の充実につきまし
ては、西部地域への小規模多機能型居宅介護
事業所の整備を促進するとともに、介護人材
の確保・定着・育成を図るため、介護職員の
永年表彰制度と補助制度を引き続き実施して

まいります。
　健康の保持・増進につきましては、健康づ
くり市民推進委員などが地域で行う健康づく
り活動の支援を継続するとともに、疾病の重
症化予防などの更なる推進を図るため、高齢
者の保健事業と介護予防の一体的な実施に取
り組んでまいります。
　がん検診につきましては、周知啓発などに
より受診率の向上に取り組むとともに、あき
る野市医師会のご協力の下、胃内視鏡検診運
営委員会を設置し、具体的な協議を進めてま
いります。
　小児インフルエンザワクチン予防接種につ
きましては、東京都が新設する補助制度を活
用し、13 歳未満の方への費用助成の実施に向
けて取り組んでまいります。
　公立阿伎留医療センターの体制強化につき
ましては、医療センターの看護師確保の取組
を支援するため、将来、医療センターに従事
する看護学生を対象に、奨学金の返還が免除
となる貸付型奨学金制度を新設いたします。
また、あきる野薬剤師会の会員薬局が負担し
ている在宅医療使用済注射
針を回収する専用容器の購
入を支援してまいります。

　次に、産業の振興と生活環境・自然環境の
保全についてであります。
　「すべての市民が、活き活きと暮らしていけ
るまちづくり」を進めるためには、豊かな自
然などの本市の特長を生かした地域経済の活
性化が重要であります。
　商工業の振興につきましては、ふるさと納
税の恩恵を最大限に享受し、返礼品の開発な
どを通じて、地域経済に潤いをもたらせるよ
う、地域の事業者の皆様と連携し、ふるさと
納税の活用を強力に進めてまいります。また、
物価高騰の影響を受ける市民と中小企業者を
支援し、デジタル化を推進するため、令和５
年度に引き続きキャッシュレス決済ポイント
還元事業を実施いたします。さらに、増加す
る事業者からの相談対応と事業承継の促進を
図るため、Ｂｉ＠Ｓｔａの相談体制を強化する
とともに、専門家による出張相談を試行いた
します。市内の商店会が連携し、開催する「あ
きる野マルシェ」につきましては、来場者と
本市の魅力ある事業者や商品とをつなぐ取組
として支援してまいります。
　観光振興につきましては、コロナ禍からの

脱却が進み、国内外の需要等を取り込む絶好
の機会を迎えておりますので、映画やドラマ
の舞台のロケ地巡りなど、フィルムコミッ
ション事業を活用した観光プロモーションを
戦略的に展開してまいります。また、観光協
会や商工会、ＪＲ東日本などとの連携を更に
強化してまいります。秋川渓谷瀬音の湯と秋
川渓谷戸倉体験研修センターにつきまして
は、秋川渓谷観光の拠点施設でありますので、
更なる利用促進に向け、計画的な施設の維持
管理に取り組んでまいります。
　農業振興につきましては、地産地消型農業
の推進に引き続き取り組むとともに、農用地
の保全と長期的な活用や多様な担い手の確保
を図るため、農業振興地域整備計画の改定に
取り組んでまいります。
　獣害対策につきましては、野生動物による
農作物被害が市街地まで及ぶ状況が続いてい
ることから、関係機関と連携し、有害鳥獣の
捕獲や追い払いなどの取組を強化してまいり
ます。
　水産振興につきましては、天然アユの遡上
を促すため、用水堰の整備など、魚道の機能
回復を継続するとともに、江戸前アユのブラ
ンド化に引き続き取り組んでまいります。
　林業振興につきましては、森林の適正な管
理を行うとともに、境界の明確化、林道の路
網整備を推進してまいります。また、林道で
ある宝沢線と盆堀線の災害復旧に着手してま
いります。さらに、担い手の育成に向け、森
林環境譲与税支援機構との連携による普及啓
発事業などを継続するとともに、区部６区、
多摩６市町村及び東京都による「多摩の森活
性化プロジェクト」を通じて、森林環境譲与

税を活用した「森林整備と保全」や「カーボ
ンオフセット」などの取組を推進し、多摩の
森林が有する多面的機能の維持増進を図って
まいります。
　自然環境の保全につきましては、市民との
協働による外来種対策や自然環境調査を継続
するとともに、増加しているクビアカツヤカ
ミキリとナラ枯れによる被害木の伐採等への
支援を継続してまいります。また、豊かな自
然環境を次世代に引き継ぐため、小宮ふるさ
と自然体験学校や森の子コレンジャー活動等
の自然環境教育の取組を継続してまいります。
さらに、ＮＰＯ法人リーブノートレイスジャパ
ンのご協力の下、環境にできるだけ負荷を与
えず、自然を楽しむ行動を促す環境倫理教育
や啓発活動を進めてまいります。
　地球温暖化対策につきましては、２０５０
年カーボンニュートラルの実現に向け、公共
施設におけるＬＥＤ照明の導入や公用車にお
ける次世代自動車の導入、木質バイオマスエ
ネルギーの利活用の可能性の調査を進めてま
いります。また、熱中症リスクの軽減を図る
ため、民間事業者のご協力の下、クーリング
シェルターの指定を進めてまいります。
　ごみの減量化・資源化につきましては、環
境負荷の少ない資源循環型社会の構築に向け、
食品ロスの削減、生ごみの減量など、ごみの
発生・排出抑制につながる取組を引き続き推
進してまいります。
　環境の保全等に関する基本的な施策の方向
性等を示す環境基本計画につきましては、環
境施策をより効果的に推進するため、生物多
様性地域戦略を包含し、第三次環境基本計画
の策定に着手いたします。


